The Role of Institution in Trade Policy Process: A Comparative Study of Bilateral Negotiations on Agricultural Products by 河合 晃一
1通商政策過程における制度の役割
－農産物の自由化をめぐる二国間交渉の事例間比較－
The Role of Institution in Trade Policy Process：
























































































































































































































































































































官邸主導により日本側は、オレンジに関し、輸入枠を 1000 トンから 2000 トンへ拡









































た。日本経団連は、2000 年以降毎年、日本メキシコ経済協議会と、日墨 FTA 締結を
要望する共同声明を出している。また、日本経団連は、2000 年 7 月、同年 10 月、2001
年 6 月にも、FTA 推進を要望する意見書を出し日本政府に対して圧力をかけていた57。
日本経団連等の利益団体が、メキシコとの FTA に対し強い関心を有していた理由は、
工業製品の輸出における損失である。メキシコは、1994 年から、北米自由貿易協定
（NAFTA）の構成国となり、2000 年には EU との FTA を発効するなど、各国との





















































上記のような官邸主導の後、2004 年 1 月時の東京における交渉において両国間の次
官級協議がなされた後、同年 3 月、次のような内容で日墨 FTA が両国間で合意される
に至った68。その合意における焦点品目の内容は、豚肉の関税割当量を 38000 トンか
ら 80000 トンに拡大すると同時に従価税を 4.3%から 2.2％に半減。オレンジ果汁の関






































日米オレンジ交渉 小さな自由化 制度化なし 官邸主導である
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4 FTA とは、Free Trade Agreement（自由貿易協定）の略である。日本が締結した FTA には、経
済連携協定（Economic Partnership Agreement：EPA）との呼称が用いられているものの、本
稿では、EPA を FTA に包括されたものとして扱い、呼称を FTA に統一する。
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